
様式第１号（第４条関係）

令和　年度商店街等施設整備事業補助金交付申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日

（あて先）
　埼玉県知事　　　　　　　　　　　　
 　（埼玉県　　地域振興センター所長）

主たる事務所の所在地
申請者の名称
代表者の氏名


　上記補助金の交付を受けたいので、補助金等の交付手続等に関する規則第４条の規定により、関係書類を添えて申請します。
記

１　商店街施設整備事業者又は空き店舗等活用事業者の名称


２　補助金交付申請額
　　金　　　　　　　　円

３　補助事業の内容及び添付書類等
　　別紙のとおり

４　補助事業の着手及び完了予定期日
　　着手予定期日　令和　年　月　日
　　完了予定期日　令和　年　月　日






















別紙
１  商店街施設整備事業者又は空き店舗等活用事業者の概要
	名　　称 (フリガナ)
	
	所在地
	

	代表者名 (フリガナ)
	
	電話番号
	

	構成員数
	名（小売　　名、飲食　　名、サービス　　名、その他　　名）

	設立年月
	年　月
	前年度収支決算額（施設整備関係を除く。）
	円

	[bookmark: _Hlk160452003]消費税課税事業者について
※○を付けてください
	課税事業者※　　・　　課税事業者以外


※課税事業者とは、免税事業者及び簡易課税事業者以外をいう。

２　事業概要等
	事業名
	

	事業概要
	

	

	

	

	

	

	

	



３　事業効果
	年間増益見込額
	円

	積算等
	

	

	

	



４　交付を受けようとする補助金の額及びその算出基礎等
	区　　　分
	金　　　　　額
	算出基礎

	総　事　業　費
※　課税事業者は、消費税等相当額を減額して記載
	　　　　　　　　　　　円
（　税込み　・　税抜き　）
	

	県補助対象経費
	　　　　　　　　　　　円
	

	県補助額
	　　　　　　　　　　　円
	

	市町村補助額
	　　　　　　　　　　　円
	

	商店街施設整備事業者又は空き店舗等活用事業者の負担額
	　　　　　　　　　　　円
	




５　施設内容等
	区　　分
	内容等

	施 設 名
	

	構　　造
	

	単 価 等
	

	数 量 等
	

	敷地面積
	

	建築面積
	

	設置場所
	

	工　　期
	

	備　　考
	



[bookmark: _Hlk192005219]６　商店街のＤＸ化を推進するためのシステム（商店街のＤＸ化を推進するためのシステム補助の場合のみ記載してください。）
	システムの概要
	設置機器等
	


	
	事業参加者数
	商店街施設整備事業者の名称：
構成員数：　　　　　　　　のうち、参加者数：　　　　　　　　

	会員登録者数見込み等
（例）アプリ登録者数
	



７　移動販売車仕様（移動販売車補助の場合のみ記載してください。）
	車種
	

	乗車定員
	

	変速機
	

	寸法・重量
	全高：　　　　　　　車両重量：

	エンジン・出力等
	総排気量：　　　　　エンジン出力：

	付属品
	


	使用者
	使用者名
	

	
	保管場所
	



８　スーパー・シティ推進空き店舗等活用事業（スーパー・シティ推進空き店舗等活用事業の場合のみ記載してく
　　ださい。）
（１）事業計画等
	[bookmark: _Hlk162013664]補助の対象となる空き店舗等の所在地
	

	工事期間
	～
	開業時期
	

	延床面積
	㎡
	改修面積
	㎡

	改修前の用途
	
	改修後の用途
	

	空き店舗、空き家が所在する商店街名
	

	空き店舗、空き家改修工事内容
	

	

	改修後の店舗の活用状況
	

	要領別表１の要件の欄に定める「ウ　埼玉版スーパー・シティプロジェクトにおけるコンパクトの
要件である「人々が集まり交流する拠点の形成を図るもの」や「地域コミュニティの形成に資するもの」を満たす内容であること。」について記載してください。






（２）事業効果
	定性面
	定量面

	例：コミュニティ形成の取組による商店街への満足度など

（成果指標）

（成果目標）

（測定方法）

	例：コミュニティ形成の取組の実施回数、参加者数など

（成果指標）

（成果目標）

（測定方法）




（３）改修経費の内容等　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円）
	[bookmark: _Hlk91169953]経費区分
	補助対象経費
	補助対象外経費
	内容等（内訳・積算等）

	工事請負費
修繕費
備品購入費

	



	



	

	合　　計
	
	
	
































様式第２号（第４条関係）
暴力団排除に関する誓約書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日

（あて先）
　埼 玉 県 知 事


　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地
　　　　　　　　　　　　　　　商店街施設整備事業者又は空き店舗等活用事業者の名称
　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名

　当事業者は、補助金の交付の申請をするに当たって、また、補助事業の実施期間内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約します。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。 

記

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（埼玉県暴力団排除条例（平成23 年埼玉県条例
　　第39 号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人
　　である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質
　　的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同条例第２条第２号に規定する暴力団員をい
　　う。以下同じ。）であるとき。 
（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を持
　　って、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 
（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるい
　　は積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。 
（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有し
　　ているとき。
（５）補助事業を実施するに当たり、法人等が、第三者と委託契約その他の契約（以下「委託契約等」と
　　いう。）を締結する場合に、その相手方が（１）から（４）までのいずれかに該当することを知りなが
　　ら、当該者と契約を締結したと認められるとき。
（６）補助事業を実施するに当たり、法人等が、（１）から（４）までのいずれかに該当する第三者と委託
　　契約等を締結する場合（（５）に該当する場合を除く。）に、埼玉県が法人等に対して当該委託契約等
　　の解除を求め、法人等がこれに従わなかったと認められるとき。


















様式第３号（第６条関係）

令和　年度商店街等施設整備事業補助金交付決定通知書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日

　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　埼玉県知事
            　　　　　　　　                          　（埼玉県　　地域振興センター所長）

　令和　年　月　日付け　　　第　　　　号で申請のあった上記補助金について、下記のとおり交付することに決定したので、補助金等の交付手続等に関する規則第７条の規定に基づき通知します。

記

１　交付決定金額
　　金　　　　　　　　円

２　交付決定内容
　　

３　支払方法　　　　
　　 

４　交付の条件
（１）上記交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助金等の交付手続等に関する規則
　　（昭和40年埼玉県規則第15号。以下「規則」という。）、商店街等施設整備事業補助金交付要綱
　　（以下「要綱」という。）及び商店街等施設整備事業補助金交付要領（以下「要領」という。）に定
　　めるところに従わなければならない。
（２）補助事業者は、次の各号の一に該当する場合は、知事の承認を受けなければならない。
　　ア　補助事業の内容を変更しようとするとき
　　イ　補助対象経費の20％を超える範囲で、経費区分間の流用を行うとき。
　　ウ　補助対象経費の20％を超える増減を行うとき（ただし、補助金対象経費が増加しても、交付決
　　　定額は増額しない。）
　　エ　補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき
（３）補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は補助事業の遂行が困難となった
　　場合においては、速やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。
（４）（１）又は知事の付した条件に違反した場合には、補助金の全部又は一部を返還させることがあ
　　る。
（５）補助金の交付を決定するに当たっては、規則第20条第２項に規定する立入検査等並びに要綱第10
　　条に規定する状況報告及び要綱第20条に規定する書類の整備等を行う旨の条件を付さなければなら
　　ない。
（６）補助事業者は、補助事業により取得又は効用の増加した財産について、補助事業完了後に要綱第
17条第２項に掲げる期間、適正に管理運営しなければならない。
（７）補助事業者は、要綱第４条第５項ただし書きによる交付申請がなされたものについては、実績報
告を行うに当たって、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額があり、かつ、その総額が明らかな
場合には、これを補助金額から減額して報告しなければならない。
（８）補助事業者は、補助金の額の確定時点においてもなお消費税等仕入控除税額が明らかでない場合
には、補助事業者が補助金の額の確定後に消費税及び地方消費税の申告により、補助金に係る消
費税等仕入控除税額が確定した時点で要綱第15条に定める様式第13号により速やかに知事に報告
するとともに、当該消費税等仕入控除税額の全部又は一部を知事に返還しなければならない。
（９）補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿等を備え、かつ、当該収入支出
等についての証拠書類を当該事業が完了した日の属する会計年度の翌年度から５年間整備しなけれ
ばならない。
（10）知事は電磁的方法が困難な場合など、必要に応じて、補助事業者に対して報告させ、調査若しく
　　は検査に立ち入らせ、帳簿書類その他の物件等を調査させ、若しくは関係者に質問させることがあ
　　る。

	この交付決定に対して不服がある場合における規則第８条に規定する申請の取下げは、要綱第７条第１項の規定により、この交付決定通知書を受領した日から７日以内とする。















































様式第４号（第７条関係）

令和　　年度商店街等施設整備事業補助金申請取下げ届出書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日


　（あて先）
　　埼玉県知事 
　　（埼玉県　　地域振興センター所長）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地
申請者の名称
代表者の氏名


　令和　年　月　日付け　　　第　　　　号で補助金の交付決定の通知を受けた上記補助金の交付申請を、下記理由により取り下げたいので、商店街等施設整備事業補助金交付要綱第７条の規定により届け出ます。

記

１　商店街施設整備事業者又は空き店舗等活用事業者の名称



２　申請を取り下げる理由


























様式第５号（第８条関係）

令和　年度商店街等施設整備事業変更（中止・廃止）承認申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日

（あて先）
埼玉県知事
（埼玉県　　地域振興センター所長）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地
申請者の名称
代表者の氏名

　令和　年　月　日付け　　第　　　号で補助金の交付決定の通知を受けた上記補助事業の実施について、下記のとおり変更（中止・廃止）の承認を受けたいので、商店街等施設整備事業補助金交付要綱第８条第１項の規定により申請します。

記

１　変更（中止・廃止）の内容及び理由 


２　変更申請事業計画書
　　（様式第１号の記以下の記載要領に準ずること）



























様式第６号（第８条関係）

令和　年度商店街等施設整備事業変更（中止・廃止）（不）承認書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日

　　　　　　　　　　様

                                        　　　　　　　　　埼玉県知事
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（埼玉県　　地域振興センター所長）



　令和　年　月　日付け　　第　　号で交付決定を通知し、令和　年　月　日付け　　第　号で変更申請があった上記補助事業については、下記のとおりです。

記

１　商店街施設整備事業者又は空き店舗等活用事業者の名称



２　承認・不承認



３　その他（条件等）


























様式第７号（第９条関係）

令和　年度商店街等施設整備事業の遅延報告書

                                          　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日

（あて先）
　埼玉県知事　
　（埼玉県　　地域振興センター所長）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地
申請者の名称
代表者の氏名


　令和　　年　　月　　日付け　　第　　　号で補助金の交付決定の通知を受けた上記補助事業について、商店街等施設整備事業補助金交付要綱第９条の規定により、下記のとおり報告します。

記
１　補助事業の進捗状況
  （1）当初予定

  （2）実績及び今後の計画

２　同上に要した経費
	区　　　分
	当初の予算（円）
	支出済の額（円）

	
	
	

	
	
	

	合　　　　計
	
	



３　遅延の内容及び理由
　（1） 遅延の内容

　（2） 遅延の理由

４　遅延に対してとった措置














様式第８号（第９条関係）

令和　年度商店街等施設整備事業遅延（不）承認書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日

　　　　　　　　　　　様

                                        　　　　　　　　　埼玉県知事
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（埼玉県　　地域振興センター所長）


　令和　年　月　日付け　　第　　号で交付決定を通知し、令和　年　月　日付け　　第　号で遅延報告があった上記補助事業については、下記のとおりです。

記

１　商店街施設整備事業者又は空き店舗等活用事業者の名称



２　承認・不承認



３　その他（条件等）



























様式第９号（第10条関係）

令和　　年度商店街等施設整備事業遂行状況報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日

（あて先）
　埼 玉 県 知 事　
　（埼玉県　　地域振興センター所長）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                    主たる事務所の所在地
申請者の名称
代表者の氏名

　令和　年　月　日付け　　第　　　号で補助金の交付決定の通知を受けた上記補助事業の遂行状況について、補助金等の交付手続等に関する規則第11条の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　事業遂行状況（別紙のとおり）


２　事 業 着 手 　　令和　　年　　月　　日


３　事業完了予定　　令和　　年　　月　　日



























別紙

事　　業　　遂　　行　　状　　況

１　収支の状況
（１）収入の部
	区　分
	予算額（円）
	収入済額（円）
	収入未済額（円）
	備考

	




	
	
	
	



（２）支出の部
	区　分
	予算額（円）
	支出済額（円）
	支出未済額（円）
	備考

	




	
	
	
	



２　事業別状況
	費　目
	実施計画
	出来高
	進捗率
（B）/（A）
	備考

	
	事業量
	事業費（A）
	事業量
	事業費（B）
	
	

	




	
	
	
	
	
	




様式第10号（第11条関係）

令和　年度商店街等施設整備事業補助金実績報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日

（あて先）
　埼玉県知事　　　　　　　　　　　　
  （埼玉県　　地域振興センター所長）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      
主たる事務所の所在地
申請者の名称
代表者の氏名


　令和　年　月　日付け　　　第　　　　号で補助金の交付決定の通知を受けた上記補助事業が完了したので、補助金等の交付手続等に関する規則第13条の規定により、関係書類を添え、下記のとおり報告します。
記

１　商店街施設整備事業者又は空き店舗等活用事業者の名称

２　補助金交付決定額
　　金　　　　　　　円

３　補助金実績報告額
　　金　　　　　　　円

４　補助事業の実績等及び添付書類
　　別紙のとおり

























別紙
１  商店街施設整備事業者又は空き店舗等活用事業者の概要                                                                  
	 名　　称 (フリガナ)
	
	所在地
	 

	代表者名 (フリガナ)
	
	電話番号
	

	構成員数
	 　　　名（小売　　名、飲食　　名、サービス　　名、その他　　名）     

	設立年月
	 　年　月
	 前年度収支決算額（施設整備関係を除く。）
	 　　　　　円

	消費税課税事業者について
※○を付けてください
	課税事業者　　・　　課税事業者以外


※課税事業者とは、免税事業者及び簡易課税事業者以外をいう。

２　事業概要等                                                                
	事業名
	 

	結果・変更点
	

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

	　　

	

	

	

	

	

	　 
	事業実施主体
	   　　　　　市 町 村 の 意 見

	商店街の来街促進
	 Ａ・Ｂ・Ｃ
	 

	商店街の売上向上
	 Ａ・Ｂ・Ｃ
	

	総合評価
	 Ａ・Ｂ・Ｃ
	


　※　Ａ 十分にできた　Ｂ 概ねできた　Ｃ あまりできなかった　のいずれかに事業実施主体に○印を付けさせること。

３　事業効果
	年間増益見込額
	 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	積算等
	

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

	

	



４　交付を受けようとする補助金の額及びその算出基礎等 
	区　　　分
	金　　　　　額
	算出基礎

	総　事　業　費
※　課税事業者は、消費税等相当額を減額して記載
	 　　　　　　　　　　　　円
（　税込み　・　税抜き　）
	

	県補助対象経費
	 　　　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　 

	県補助額
	 　　　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　 

	市町村補助額
	 　　　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　　　　 

	商店街施設整備事業者又は空き店舗等活用事業者の負担額
	 　　　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　　　　 


　　
５　施設内容等                                                              
	 　区　　分
	内容等

	 　施 設 名
	

	 　構　　造
	

	 　単 価 等 
	

	 　数 量 等 
	

	 　敷地面積 
	

	 　建築面積 
	

	 　設置場所 
	

	 　工　　期
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

	 　備　　考
	



６　商店街のＤＸ化を推進するためのシステム（商店街のＤＸ化を推進するためのシステム補助の場合のみ記載してください。）
	システムの概要
	設置機器等
	


	
	事業参加者数
	商店街施設整備事業者の名称：
構成員数：　　　　　　　　のうち、参加者数：　　　　　　　　

	会員登録者数等
（例）アプリ登録者数
	




７　移動販売車仕様（移動販売車補助の場合のみ記載してください。）
	車種
	

	乗車定員
	

	変速機
	

	寸法・重量
	全高：　　　　　　　車両重量：

	エンジン・出力等
	総排気量：　　　　　エンジン出力：

	付属品
	


	使用者
	使用者名
	

	
	保管場所
	



８　スーパー・シティ推進空き店舗等活用事業（スーパー・シティ推進空き店舗等活用事業の場合のみ記載してく
　ださい。）
　⑴　実施結果等
	[bookmark: _Hlk161739273]工事期間
	～
	開業時期
	

	延床面積
	㎡
	改修面積
	㎡

	改修前の用途
	
	改修後の用途
	

	空き店舗、空き家が所在する商店街名
	

	空き店舗、空き家改修工事内容
	

	

	改修後の店舗の活用内容
	

	要領別表１の要件の欄に定める「ウ　埼玉版スーパー・シティプロジェクトにおけるコンパクトの要件である「人々が集まり交流する拠点の形成を図るもの」や「地域コミュニティの形成に資するもの」を満たす内容であること。」について記載してください。





　⑵　効果測定
	指標
	

	目標
	

	測定方法
	

	結果
	事業実施前(測定時期：　　　)
	事業実施後(測定時期：　　)

	
	
	



　⑶　評価
	総合評価
	Ａ　・　Ｂ　・　Ｃ

	評価項目
	評価
	理由

	空き店舗を改修し事業を実施したことで、地域の人々が集まり交流する機会の創出や地域コミュニティの形成に貢献するなど、当該空き店舗等が所在する商店街の活性化につながったか
	Ａ・Ｂ・Ｃ
	


　※　Ａ 十分にできた　Ｂ 概ねできた　Ｃ あまりできなかった　のいずれかに○印を付け、「理由」欄にその理由を記載すること

　⑷  経費の内容等　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　円）  
	経費区分
	補助対象経費
	補助対象外経費
	内容等（内訳・積算等）

	

	

	


	

	合　　計
	
	
	

























様式第11号（第13条関係）

令和　　年度商店街等施設整備事業補助金（概算払）請求書

　  　　　　　　　  　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　第　　　　　　号
　  　　　　　　　  　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　令和　年　月　日

（あて先）
　埼 玉 県 知 事　　　　　　　　　　　　
  （埼玉県　　地域振興センター所長）
主たる事務所の所在地
申請者の名称
代表者の氏名



　令和　年　月　日付け　　　第　　　　号で補助金確定（交付決定）の通知を受けた上記補助金について、商店街等施設整備事業補助金交付要綱第13条の規定により下記のとおり精算払（概算払）を請求します。

記

１  商店街施設整備事業者又は空き店舗等活用事業者の名称

２  補助金の（概算払）交付請求金額
　  金　　　　　　  　円

３  口座の種類等  　　債権者コード　No.                  
	金融機関名
	支店（本店）名
	預金種別
（〇印をつける）
	口座番号

	
	
	普 通 預 金

当 座 預 金
	　　　　　　　　　　　　



　　口座名義人
















様式第12号（第14条関係）

令和　年度商店街等施設整備事業補助金確定通知書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日

　　　　　　　　　　　　　様


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　埼玉県知事
                   　　　　　　　　　　　　　　　　 （埼玉県　　地域振興センター所長）


　令和　年　月　日付け　　　第　　　　号で交付決定の通知をした上記補助金については、令和　年　月　日付け　　　第　　　　号で提出のあった事業実績報告書等により審査の結果、下記のとおり補助金の額を確定したので、補助金等の交付手続等に関する規則第14条の規定に基づき通知します。

記

　　　交付すべき金額　　金　　　　　　　　円

































様式第13号（第15条関係）

令和　年度商店街等施設整備事業補助金に係る消費税及び地方消費税の確定に伴う報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日

（あて先）
　埼玉県知事　　　
　（埼玉県　　地域振興センター所長）
                       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地
申請者の名称
代表者の氏名

　令和　年　月　日付け　　　第　　　　号により補助金の額の確定通知のあった上記事業の補助金について、商店街等施設整備事業補助金交付要綱第15条の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　商店街施設整備事業者又は空き店舗等活用事業者の名称

２　補助金の額（県が確定通知書により通知した額）
　　　　　　　　　　円

３　補助金の確定時における消費税等仕入控除税額
　　　　　　　　　　円

４　消費税及び地方消費税の確定に伴う補助金に係る消費税等仕入控除税額
　　　　　　　　　　円

５　補助金返還相当額（４－３）
　　　　　　　　　　円

（注）１　積算の内訳を添付してください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（注）２　課税事業者であっても、単純に補助金の10％相当額が消費税等仕入控除による減額等の対象額とは限りません。　　

様式第14号（第16条関係）

令和　　年度商店街等施設整備事業補助金事業評価調書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日

（あて先）
　埼玉県知事　　　　　　　　　　　　　
　（埼玉県　　地域振興センター所長）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                     主たる事務所の所在地
申請者の名称
代表者の氏名
　
令和　年　月　日付け　　　第　　　　号で交付決定通知を受けた上記事業の補助金により実施した事業の成果について、下記のとおり報告します。
記

１　商店街施設整備事業者又は空き店舗等活用事業者の名称

２　事業実施による成果
（１）事業共通
　①事業実施による商店街活性化への効果
	選択肢
	ア.商店街組織力
強化・活動の活性化
	イ.商店街のPR
・イメージアップ
	ウ.街区の賑わい
	エ.まちの安全・安心
	オ.その他
（自由記述）


回答と補足・自由記述：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　②施設設置と合わせて実施した事業があれば記載してください。
実施日：　　　　　　　　　　　実施内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２）駐輪場・駐車場整備
　①開場状況：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　②収益
	　　　　月
	　　　　月
	　　　　月
	　　　　月
	　　　　月
	　　　　月

	　　　　円
	　　　　円
	　　　　円
	　　　　円
	　　　　円
	　　　　円



（３）商店街のＤＸ化を推進するためのシステム整備
①事業概要：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　※デジタルポイント、デジタル商品券等導入の場合は②③を、その他の事業の場合は②④を記入してください。

②会員登録者数（実績）：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　③発行額または発行ポイント数※デジタルポイント、デジタル商品券等導入の場合は記入してください。
　　※pt：ポイント（単位）
	
	　　　月
	　　　月
	　　　月
	　　　月
	　　　月
	　　　月

	対前年度同月比
	％
	％
	％
	％
	％
	％

	当年度
	円（pt）
	円（pt）
	円（pt）
	円（pt）
	円（pt）
	円（pt）

	前年度
	円（pt）
	円（pt）
	円（pt）
	円（pt）
	円（pt）
	円（pt）





④カウント数　※その他（デジタルポイント、デジタル商品券等導入以外）の事業の場合は記入してください。
　※単位：自由記述（例：商店街アプリ（ダウンロード数）、AIカメラ（歩行者数等））
	
	　　　月
	　　　月
	　　　月
	　　　月
	　　　月
	　　　月

	対前年度同月比
	％
	％
	％
	％
	％
	％

	当年度
	（　）
	（　）
	（　）
	（　）
	（　）
	（　）

	前年度
	（　）
	（　）
	（　）
	（　）
	（　）
	（　）



（４）移動販売車
　①稼働回数及び売上
	
	　　　月
	　　　月
	　　　月
	　　　月
	　　　月
	　　　月

	稼働回数
	　　　回
	　　　回
	　　　回
	　　　回
	　　　回
	　　　回

	売　　上
	　　　円
	　　　円
	　　　円
	　　　円
	　　　円
	　　　円


　②具体的な実施内容

（５）イベントスペース整備
　①具体的な実施内容及び収益 ※複数ある場合は、行を追加してください。
	　 月
	イベント内容
	収益

	　　月
	
	　　　円

	　　月
	
	　　　円



（６）ＬＥＤ街路灯整備
①対前年度同月比電気料金減少額及び減少率 ※把握している場合、電力消費量減少額及び減少率も記入してください。
	月
	月
	月
	月
	月
	月

	円減
	円減
	円減
	円減
	円減
	円減

	％減
	％減
	％減
	％減
	％減
	％減

	kWh減
	kWh減
	kWh減
	kWh減
	kWh減
	kWh減

	％減
	％減
	％減
	％減
	％減
	％減



（７）その他施設
①事業内容

②事業効果及び施設活用の状況　※事業効果は実績報告以降のもの

（８）スーパー・シティ推進空き店舗等活用事業
　①効果測定の概要
	取組の実施時期
	

	要領別表１の要件の欄に定める「ウ　埼玉版スーパー・シティプロジェクトにおけるコンパクトの要件である「人々が集まり交流する拠点の形成を図るもの」や「地域コミュニティの形成に資するもの」を満たす内容であること。」についての取組状況の説明
	



　②効果測定の結果　※定量的な指標を記載してください。
	時期
	事業実施前
(測定時期：　　　)
	事業実施後
(測定時期：　　　)
	事業完了後6か月から12か月後まで
(測定時期：　)

	結果
	
	
	

	その他特記事項
	



　③事業実施による効果
	指標
	
	目標達成度(※１)

	目標
	
	
Ａ　Ｂ　Ｃ　Ｄ　Ｅ

	結果
	
	


　※１　目標の達成度に応じてＡ～Ｅ(※２)に〇を付けてください。
　※２　Ａ：10割以上　Ｂ：8割～9割程度　Ｃ：6割～7割程度　Ｄ：3割～5割程度　Ｅ：3割未満
　注）コミュニティ形成の条件を満たしていない、営業を開始していない等、交付決定の内容や前提と異なる場合は、
　　補助金の返還を求める場合があります。

























様式第15号（第17条関係）
取得財産等管理台帳（明細表）

補助金名：
商店街施設整備事業者又は空き店舗等活用事業者の名称：
事業名： 
	
財産名
（区分）
	
財産取得者
	
規格
	
数量
	
単価（円）
	
金額（円）
	
取得年月日
	
保管場所
	
県補助率
	
備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１．対象になる取得財産等は、取得価格又は効用の増加額が１０万円以上のものとします。
　　　２．「数量」欄は、同一規格であれば一括して記入して差し支えありません。ただし、単位が異なる場合は区分して記入してください。
　　　３．「取得年月日」欄は、引き渡し検査や納品検査等を実施する取得財産等の場合には検収年月日を記入してください。 
　　　４．「保管場所」欄は、名称及び住所を記入してください。
　　　５．財産取得者と使用者が異なる場合は、「備考」欄に使用者名を記入してください。















様式第16号（第17条関係）

令和　　年度商店街等施設整備事業財産処分承認申請書


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日

（あて先）
　埼玉県知事　　　
　（埼玉県　　地域振興センター所長）
                        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地
申請者の名称
                                             代表者の氏名

　
　令和　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定の通知を受けた上記事業の補助金により取得した財産の処分の承認を受けたいので、補助金等の交付手続等に関する規則第19条の規定により申請します。

記

１　商店街施設整備事業者又は空き店舗等活用事業者の名称

２　処分しようとする財産及びその理由
	財産の名称
（品目・型式等）
	取得金額
	処分の方法・時期
	処分の理由

	
	
	
	

	仕　　様
	取得年月日
	
	

	
	
	
	


（注）処分の方法の欄には、使用、譲渡、交換、貸付又は担保の提供の別を記載すること。

３　相手方（住所、氏名、使用の目的及び条件）


様式ア（第８条関係）
資金計画表
	  
	市町村名
	
	商店街施設整備事業者名
	
	  

	
	施設種類
	
	事業費計
	 　　　　　 　　　　　　　　　　　円 
（　税込み　・　税抜き　）
	



	事業収支
	契約時まで
	工事終了まで
	精算時
	計
	備　考

	事業支出（事業費支払）
	
	
	
	 　　　　 
	

	資金計画
	補助金   （県＋市町村）
	
	
	
	  　　　　 
	

	
	商店街施設整備事業者負担分
	積立金
	
	
	
	
	

	
	
	徴収金
	
	
	
	
	

	
	
	借入金
	
	
	
	
	

	
	
	その他の資金
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	 
	

	補助金が精算払の場合の
一時借入金
	
	
	
	
	

	備考
	
	
	
	
	







様式イ（第８条関係）
商店街施設整備事業者負担分内訳表
	市町村名
	
	商店街施設整備事業者名
	
	 


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｎｏ．　　　　　　　　　　　
	Ｎo.
	年月日
	内　　　　容
	負　担　者
	金　額
	累　計
	備　　考

	
	
	
	
	
	
	

	－
	－
	計
	－
	－
	
	


※添付書類
　①　構成員が個別に負担する部分がある場合､様式ウ及び通帳等の写し等その内容を証する書面　
  ②　一般会計からの繰入部分がある場合、財務状況を明らかにする書類及び通帳等の写し等その内容を証するもの書面
　③　①、②以外の者が負担する部分がある場合、契約書、通帳等の写し等その相手方と内容を証する書面

様式ウ（第８条関係）
構成員負担分内訳書及び事業実施等同意書
	市町村名
	
	商店街施設整備事業者名
	 　　　　　　　　　　　　　　 

	施設種類
	
	事業費計
	 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（　税込み　・　税抜き　）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｎｏ．　　　　　　　　　　　
	関　係　構　成　員
	Ｎｏ．
	Ｎｏ．
	Ｎｏ．
	Ｎｏ．
	Ｎｏ．

	店名・代表者名（署名）
	年月日
	金 額
	年月日
	金 額
	年月日
	金 額
	年月日
	金 額
	年月日
	金 額

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	－
	
	－
	
	－
	
	－
	
	－
	


※　構成員の個別負担がある場合は、様式イに記載した構成員が個別に負担する部分のＮｏ．（名目）ごとに、署名してください。
　　法人格のない商店街組織の場合は、個別負担の有無にかかわらず、事業実施同意書として構成員全員が署名してください。
　　構成員に対して、それぞれの負担内容等について、確認することがあります。


様式エ（第10条関係）
  　　　　  　　　　　　        　　     借入金返済状況報告書　　　         　　令和　年　月　日
	 市町村名
	 　　　　　　　　　　 
	商店街施設整備事業者名
	 　　　　　　　　　　　　　　 



	当初借入額
（補助金分一時借入は除く｡）
	当該年度の前年度 までの返済額
	当該年度の返済額
	当該年度終了時の借入残額

	
　    　　　　　 　　　円
	
    　　　　　　　円
	
　　　　　    　　円
	
    　　　　　　円


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｎｏ．　　　　　　　　　　　
	返　済　日
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	

	返　済　額
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	内 訳
	氏　名
	徴収日
	徴収日
	徴収日
	徴収日
	徴収日
	徴収日
	徴収日
	徴収日
	徴収日
	徴収日
	備　考

	
	電　話
	金　額
	金　額
	金　額
	金　額
	金　額
	金　額
	金　額
	金　額
	金　額
	金　額
	

	
	
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	／
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	累計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	




様式オ（第11条関係）
資金決算表
	  
	市町村名
	
	商店街施設整備事業者名
	
	  

	
	施設種類
	
	事業費計
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（　税込み　・　税抜き　）
	



	事業収支
	契約時まで
	工事終了まで
	精算時
	計
	備　考

	事業支出
（事業費支払）
	
	
	
	
	

	資金決算
	補助金（県＋市町村）
	
	
	
	
	

	
	商店街施設整備事業者負担分
	積立金
	
	
	
	
	

	
	
	徴収金
	
	
	
	
	

	
	
	借入金
	
	
	
	
	

	
	
	その他の資金
	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	
	

	補助金が精算払の場合の
一時借入金
	
	
	
	
	

	備　　考
（変更点等）
	
	
	
	
	




様式カ（第11条関係）
借入金返済計画書
	 
	市町村名
	
	商店街施設整備事業者名
	
	 


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｎｏ．　　　
	返済年度
	令和　年度
	令和　年度
	令和　年度
	令和　年度
	令和　年度
	令和　年度
	令和　年度
	合　計

	返 済 額
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	m 　 　 円

	内訳
	氏名等
	金　額
	金　額
	金　額
	金　額
	金　額
	金　額
	金　額
	備　考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	累　計
	
	
	
	
	
	
	
	




様式キ（第11条関係）
令和　年度商店街施設整備事業検査調書

  　　　　  　　　　　　　　　　　  　  　  検査日　令和　　年　　月　　日
  　　　　  　　　　　市町村名　　  　  　  課名　　　　　　　　　　　　　
  　　　　  　　　　　職　　名　　  　  　  氏名　　　　　　　　　　　　　

	市町村名
	
	商店街施設整備事業者名
	

	施設種類
	
	事業費計
	　　　　　　　　　　　　　　　　円
（　税込み　・　税抜き　）



	項　　　　　　目
	確　認
	

	 １　事業の実施において、交付決定内容及び条件に従っていたか。
	□
	

	 ２　事業の支出等を明らかにした帳簿を備えているか。 
	□
	

	 ３　支出等についての証拠書類を整理保管しているか。 
	□
	 

	 ４　自己資金の負担方法は適正か。 
	□
	

	 ５　借入金やその返済方法などに問題はないか。 
	□
	

	 ６　事業の記録は整理されているか。
	□
	

	 ７　管理体制等は適正か。 
	□
	

	 ８　その他の確認事項 
	
	 


　※　ＬＥＤ街路灯の整備の場合は別紙を添付してください。


様式キ別紙
ＬＥＤ街路灯関係事業検査票
	市町村名
	
	商店街施設整備事業者名
	



	　　　　  　　検査日等　   　　　　  　　　　　　　   　　項　  目 
	 事前検査 
　月　日
 場所　　　 　　
	 施工検査
   月　日
 場所           
	 完了検査
   月　日
 場所          
	
備　　考

	ポールの材質
	□
	□
	□
	

	ポールの形状、サイズ
	□
	□
	□
	

	ポールの肉厚
	□
	□
	□
	

	ポールの長さ
	□
	□
	□
	

	アームの溶接部分
	□
	□
	□
	

	塗装の仕上げ
	□
	□
	□
	

	灯具の寸法及び形状
	□
	□
	□
	

	灯具のシェード部分の仕様
	□
	□
	□
	

	ポール又はアームの歪み
	□
	□
	□
	

	塗装、表面処理の仕上がり
	□
	□
	□
	

	看板､町名板､フラッグバー､
枝差し等の状況
	□
	□
	□
	

	基礎工事が図面どおりか
	
	□
	□
	

	電線類との接触等
	
	□
	□
	

	その他の確認事項
	
	
	
	


※改修の場合には、該当する項目のみ検査（非該当部分はその旨を備考に記載）してください。






様式ク（第11条関係）

スーパー・シティ推進空き店舗等活用事業検査調書


  　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　              検査日　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　                            空き店舗等活用事業者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　                            役職名
                                                              氏名

	項　　　　　　目
	確　認
	

	１　空き店舗等活用事業者は、事業の実施において交付決定内容及び条件に従っていたか。
	□
	

	２　空き店舗等活用事業者は、事業ごとの収入及び支出等を明らかにした帳簿を備えているか
	□
	

	３　空き店舗等活用事業者は、収入及び支出等についての証拠書類を整理保管しているか。
	□
	

	４　空き店舗等活用事業者の自己資金の負担方法は適正か。
	□
	

	５　空き店舗等活用事業者の借入金やその返済方法などに問題はないか。
	□
	

	６　空き店舗等活用事業者の事業の記録は整理されているか。（写真、会議録など）
	□
	

	７　空き店舗等活用事業者における取得財産等の管理体制等は適正か。
	□
	

	８　空き店舗等活用事業者は、申請に照らして、事業を適正に行っていたか。
	□
	

	９　空き店舗等活用事業者は、改修に伴う関係法令等の必要な手続きを完了しているか
	□
	



様式ケ（第11条関係）

スーパー・シティ推進空き店舗等活用事業実施効果報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　            令和　年　月　日
（あて先）
　埼玉県知事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　      主たる事務所の所在地
                                        空き店舗等活用事業者名
                                                  代表者の氏名

　令和　年　月　日付け　　　第　　　　号で交付決定通知を受け実施した上記補助事業の実施効果について、商店街等施設整備事業補助金交付要綱第11条に基づき、下記のとおり報告します。

記
１　効果測定の概要
	取組の実施時期
	

	要領別表１の要件の欄に定める「ウ　埼玉版スーパー・シティプロジェクトにおけるコンパクトの要件である「人々が集まり交流する拠点の形成を図るもの」や「地域コミュニティの形成に資するもの」を満たす内容であること。」についての実施状況の説明
	



２　効果測定の結果　※定量的な指標を記載してください。
	時期
	事業実施前
(測定時期：　　　)
	事業実施後
(測定時期：　　　)
	事業完了後6か月から12か月後まで
(測定時期：　)

	結果
	
	
	

	その他特記事項
	



３　事業実施による効果
	指標
	
	目標達成度(※１)

	目標
	
	
Ａ　Ｂ　Ｃ　Ｄ　Ｅ

	結果
	
	


※１　目標の達成度に応じてＡ～Ｅ(※２)に〇を付けてください。
※２　Ａ：10割以上　Ｂ：8割～9割程度　Ｃ：6割～7割程度　Ｄ：3割～5割程度　Ｅ：3割未満
注）コミュニティ形成の条件を満たしていない、営業を開始していない等、交付決定の内容や前提と異なる場合は、補助金の返還を求める場合があります。
